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研究成果の概要（和文）：①北海道当麻町：離村離農が激しく集落の統合再編が進みつつも，恒常的に営農者は
大規模経営しか生き残れないことを示した．
②北陸新潟市：10a区画条件下，協業法人は集落内で面的集積を進めたが，規模拡大は緩慢であり，農道・用水
路の資源管理にも労力を割かれていた．③上越市：大区画圃場条件下，集落による資源管理・共同作業領域が消
えていた．このなか，特定集落では入り作の借地経営群により全耕地が集積され，同借地経営群では自由な農地
利用調整が可能な段階にある反面，集落はその基本的性格を喪失していた．また，別集落では雇用型法人が集落
耕地の殆どを集積し，同法人による一集落一農場体制の間近い成立が見込まれた．

研究成果の概要（英文）：(1) Touma Town :Amidst the severe separation of farmers from rural 
community, the reorganization of rural community has been progressing. However, Farmers could 
survive only in large-scale management.(2) Niigata City: The cooperative corporation Management 
promoted areal accumulation within the rural community. However, expansion was slow. In addition, 
the cooperative also devoted its labor to resource management and joint work on farm roads and 
irrigation canals. 
(3)Joetsu City: Under the conditions of the large division rice field , the area of resource 
management and joint work by the rural community had disappeared. In this situation, all the arable 
land in a particular rural community was accumulated by a group of tenant farmers. On the other 
hand, the rural community had lost its basic character. In another rural community, an 
employment-type corporation Management was“one rural community, one corporate management” system 
was expected to be established soon.
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　我が国では水田農業の構造改革，大規模化の推進が要請されている．また，他方では離農が進むなかで、農村
集落・社会の安定的存続も求められている。こうしたなか，本研究は構造改革先進地（農地賃貸借展開地域）を
対象としつつ，農地市場構造と圃場整備水準等に注意を払いながら、大規模借地経営の動きが農村集落に及ぼす
影響を追究したという学術的意義がある．同時に，農業の構造改革と農村の安定化の両立が図れる条件を解明し
たという社会的意義もある．これらは今後の水田農業・農村を追究していくうえで，学術的意義や社会的意義が
大きいもの（先行研究になる）と思われる．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 

（１）近年の水田農業では離農進行下で農地賃貸借が進み，大規模経営が展開してきている．同

時に戦後団塊世代のリタイア開始の中，農地の受け手・集積者としての大規模経営の役割がます

ます大きくなっている．注目されるのが農地（借地）流動化先進地域の北海道，北陸である．同

諸地域では離農進行，大規模経営の農地集積が顕著だが，農村集落レベルに即すと大規模経営の

農地シェアは集落の存続自体に関わるまで高まっている．同時に集落内では無論農家数がいっ

そう減少している．これは同経営が農地の大幅集積という点だけでなく，集落農家・構成員の減

少下で今まで以上に集落内の農地利用調整，地域農業資源管理，集落組織等という集落の運営面

とも関わりが強まることを示す． 

（２）以上の動きを見渡すと，北海道，北陸では大規模経営が農村集落の運営面にも深く関与す

る段階に入りつつあると想定される．そうした際，大規模経営が農村集落に対してどのような対

応をとり得るか，またどのような役割を果たすか，さらに今後の大規模経営と農村集落の姿はい

かに展望しうるかが問われるのである．これは我が国水田農業における大規模経営と農村集落

との関係性の将来展望の把握に繋がる研究である． 

 

２．研究の目的 

（１）そこで本研究では北海道，北陸水田農業地域の農地（借地）流動化先進地域を対象とし，

農村集落レベルにおける大規模水田作経営の展開状況を明らかにするとともに，その方向性を

示す． 

（２）具体的に①北海道：当麻町（40～60a 区画圃場地域）を対象とし，再編集落内における雇

用型大規模複合経営の農地集積状況，一方の離農者の動向（売買・貸借等の農地処分，離村先等）

を分析する．同時に，これらとあわせて再編集落における同雇用型複合経営が同集落の存続，及

び集落内部（農事組合内）で果たす役割の方向性を分析する． 

②北陸：新潟市を対象とし，協業法人の所在集落における農地の大幅集積が集落内他農家との

農地利用調整の自由度，集落組織に及ぼす影響を分析する．また圃場整備水準が高くない（10a

圃場地域）ことから，地域農業資源管理を巡る同法人と集落との関係も把握する．③北陸：大区

画圃場整備地域・上越市を対象とし，大規模家族経営群による出作先・集落の農地集積完結が集

落の性格にどのような影響を及ぼすか分析する．④また，雇用型法人経営の所在集落における圧

倒的な農地集積が同集落の集落組織のあり方に及ぼす影響を分析する． 

 

３．研究の方法 

（１）農村集落における大規模水田作経営，土地持ち非農家等の存在状況について，農業セン

サス個票データの組み換え集計，また市町農政や土地改良区等の機関調査，同諸機関からえる

統計資料の収集・分析を行う． 

（２）大規模水田作経営における農地集積，利用状況に関して，同経営への訪問調査を行う．

同時に集落代表者や大規模経営への農地供給者に対して訪問調査を行う． 

 

４．研究成果 

（１）北海道水田農業：上川中央地域当麻町・雇用型大規模複合経営 

 上川中央地域・当麻町では 40～60a 区画の圃場条件下，離農離村が進む中で複数集落に向け



た購入・借地の通い作による大規模水田作経営の展開が活発である．また，離農離村の進行に

より，集落の統合再編も実施されてきている． 

 そうしたなか，①特に離農離村が激しいＫ４区では居住世帯も大規模経営が中心的な構成に

あった．それはまた他地区からの通い作者も含めた大規模水田経営群による離農跡地の集積＝

購入・借地の結果でもあった．そして，ことにＫ４区内では全世帯が消えたＫ４区－３集落と

いう消滅集落も発生しているが，その耕地も通い作の大規模経営群によって全て集積されてい

る（表１）．あわせて，この消滅集落の内実としては売買により所有権も削られたうえ，離村

者の家屋・納屋も解体，倒壊や売却が支配的となっていた． 

 ②このようななか，Ｋ４区の集落群では同区を１単位とした集落の統合・再編も検討されて

いるが，それでも先行き残る農家はＫ４区－１集落所在の大規模経営１体（Ｋ･Ｓ経営）のみと

なることが見込まれた．すなわち，同地区を１単位とした集落の統合再編が進もうとも，それ

は単に通い作者も含め大規模経営（代表的にはＫ･Ｓ経営）が展開する空間へと変貌するのであ

る．加えて，同大規模経営（Ｋ･Ｓ経営）は統合集落における農事組合長の恒久的請負も想定す

る状態にあった． 

 

 

 

（２）北陸水田農業：新潟県新潟市・協業法人 

 新潟市西区（10a 区画圃場条件）ＯＭ集落の協業法人の動きを明らかにした．①同法人は集

落内に所在する土木建設会社の役職員を法人役職員として抱えるという特徴を持つ．そして，

同法人は所在集落の耕地の６割弱を集積し，かつ畦畔除去を広く行うことにより，農地の面的

集積も実現されている．だが，集落では他には高齢農家５戸が存在（離農者も在村）するのみ

だが健在なため，いっそうの集積が困難であった． 

 ②とはいえ，集落内では法人の面積シェアが高く，残る農家も過少なため，同法人への依存

も強まっている．具体的に，農家組合等の役職も法人役職員へ集中しつつある．また，法人と

貸 離

付 村

地 年 年次 面積
(a) （年） （年） （a）

1 291 2015 1989 →貸付 183 Ｋ４区－１ Ｋ･Ｓ経営 5,863
2 212 2005 2005 〃 212 Ｋ１区 Ｔ･Ｎ経営 4,118
3 192 2002 2002 〃 192
4 92 1990 2019 〃 92 Ｈ３区 Ｓ･Ｙ経営 4,810
5 0 2008 2018 →売却 174 市街地 Ｋ･Ｋ経営 3,861
6 0 2010 2010 〃 304 Ｋ３区 Ｎ･Ｍ経営 1,778
7 0 2000 2010 〃 308

貸 離

付 村

地 年 年次 面積
(a) （年） （年） （a）

Ｘ 145 － ･･･ →貸付 145 Ｋ３区 Ａ･Ｍ経営 4,866

Ｙ 0 － 1989 →売却 193 Ｋ４区－１ Ｋ･Ｓ経営 5,863

Ｚ 0 － ･･･ →売却 185 Ｋ１区 Ｔ･Ｎ経営 4,118

注：1)2022年３月時点で示している．
　　2)1985年時点で居住していた農家について，その帰結状況を2022年３月時点で示したものである．

資料：当麻町農業センター提供の資料，及びＫ・Ｓ経営を対象とした2022年までの複数回の実態調査よ
り作成．
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地区・集落

参考：35年以上前に農地を購入した通い作者の農地処分等の動向
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先
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流動化
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地区・集落
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表１　当麻町Ｋ４区－３集落の営農者，居住者の消滅過程（1985～2022年）
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世
帯
No.

農地の流動化状況

現，農地の処分状況



土建会社とが重なるなか，それらの役職員を多面的機能組織に送り込むとともに，法人代表が

多面的機能組織の代表にもなっている．③このなか，法人は集落内の農道・用排水路の維持管

理・共同作業に出役してきている．同時に，土建会社は集落の農道，用排水路の修繕を実施す

る実態にある．こうして同集落では法人と土建会社とが不可分に結びつくなか，地域農業資源

の維持管理に大きな役割を果たし，集落における存在感を増していた． 

 ④だが，出作集落群では畦抜きや借地交換を行いつつ農地集団化に取り組んでいるものの，

面的集積の実現には全く遠い状態にある．また，同集落群の共同作業についても，多くが出不

足金での対応とならざるを得ない状況にあった． 

 

（３）北陸水田農業：新潟県上越市三和区・大規模借地（家族）経営 

 上越市三和区では①離農が進む中，出作による大規模借地経営の展開が活発である．②ただ，

離農は在村離農が基本であって高位定住化社会が維持されている．そして，１ha 標準の大区画

圃場整備地域であるため，集落構成員による地域農業資源管理・共同作業領域が消えていた．  

 こうしたなか，全農家が在村形態で離農したＫＤ集落＝耕作者消滅集積では入り作の大規模

借地経営群により，農地購入も含めて集落耕地の全てが集積されていた（表２）．そこでの大規

模借地経営群では資源管理・共同作業への出役というものもなくなっている．加えて，入り作の

借地経営群では同集落における自由な農地利用調整に加え，水の利用調整も実施可能な段階に

あった．これらは集落の基盤たる農地と水について，それらを外部からの入作者が支配できると

いうことを示す．逆に，集落サイドに即すと，それは地域農業資源管理・共同作業領域の消失と

あわせて，集落としての基本的性格の喪失となる．だが，大規模借地経営の農地集積と高位定住

化社会（在村離農）の維持という両立化が図られている． 

付言してだが，現時点で同耕作者消滅集落では借地経営群の農地利用調整がまだ未実施であ

った．また，耕作者消滅下でも集落農家組合は存続しており，入り作の借地経営群が農地と水の

利用調整の実施に加え，今後集落の運営上でどのような役割を担うことになるか，これはまだ不

透明である．一方では，市行政としても集落農家組合が連絡先・窓口として機能してきたため，

同組合を解散させたくない姿勢にある．こうして，どのような所に帰着するのかという点につい

ては残された課題となっている． 

 

 

 

No. 自作地 借地 畑
（a） （a） （a） （a） （a） （a） （a） （人） （％）

① ＯＹ Ｎ･Ｈ経営 4,824 1,656 3,096 72 1,786 560 1,226 12人 47.0
② ＹＢ Ｍ･Ｋ経営 4,934 2,257 2,656 21 37 0 37 １人 1.0
③ Ｏ Ｔ･Ｔ経営 3,327 804 2,490 33 347 0 347 ４人 9.1
④ ＹＴ Ｎ･Ｋ経営 2,417 718 1,657 42 58 0 58 １人 1.5
⑤ Ｋ Ｔ･Ｋ経営 1,982 239 1,718 25 456 0 456 ７人 12.0
⑥ ＴＷ Ｍ･Ｔ経営 1,425 276 1,120 29 772 0 772 12人 20.3

集落営農 ⑦ ＳＫ Ｓ･Ｋ経営 5,490 0 5,469 21 341 0 341 ２人 9.0
3,797 560 3,237 29人 100.0

注：1)2024年２月時点で示している．
    2)「集落内の面積シェア」＝ＫＤ集落耕地に占める各入り作者の集積面積の割合を示す．

資料：Ｎ･Ｈ経営の実態調査（1996年以降の継続調査，最終調査は2024年２月），及び上越市農政資料（2024年２月），上
越市三和土地改良区資料・耕地図より作成．

水田 経営
耕地

自作地 借地 地主

大規模借
地経営

表２　上越市三和区・ＫＤ集落における入り作者の経営状況

入り作者 経営耕地面積規模 ＫＤ集落内での集積面積（水田） 集落内
の面積
シェア経営体の

性格
所在
集落

経営体
経営耕

地



（４）北陸水田農業：新潟県上越市三和区・雇用型法人経営 

 上越市三和区における最大規模の経営体＝（株）Ａ･Ｓ経営（71.2ha）の展開：所在集落内（集

落耕地面積 66ha）に経営耕地の大きなウエイト（52.7ha）があり，作業受託を含めて同集落耕

地の大部分を集積していた．この所在集落では離農が顕著に進む一方，農地の受け手は（株）Ａ･

Ｓ経営のみであることから，同法人経営は集落レベルにおける大面積農地・作業の面的集積＝農

場制農業を実現しえたのである（図２）． 

 あわせて，①所在集落内では残る農家の離農と集落全農地の集積も間近い．つまりは１法人に

よる１集落の完全な農場制農業＝一集落一農場体制の成立が見込まれる．②言い換えると，同経

営は集落内＝農家組合内としても唯一の営農者となる．こうして，一集落一農場の成立は同経営

が農村集落の農地利用面，農家組合―組合長として―運営面でも主導権を握ることも意味する

のである． 
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